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サステナビリティサステナビリティ 目指す姿創出価値

働く人の安全の確保と
健康の促進

省エネルギー、省資源、
環境負荷の低減

製品の品質の向上、
製品の安全性管理

CSR調達の推進、
原料調達の多様化

人間尊重、人材育成、
多様性の推進

知的財産の
尊重と保護

社会貢献活動

適時、的確な情報開示、
ステークホルダーとの対話

サステナビリティサステナビリティ

持続可能な社会の実現と
企業の持続的な成長を両立
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信越化学グループは、
1 持続的な成長により企業価値を高め、多面的な社会貢献を行います。
2 安全を常に最優先とする企業活動を行います。
3 温室効果ガス排出量削減に貢献する事業を拡充します。
4 製品の開発、製造時での効率を極め、その製品供給により社会の効率化に貢献します。
5 生物多様性に配慮し地球環境との調和を図りながら事業活動に取り組みます。
6 人権の尊重と雇用における機会の均等を図り、働く人の自己実現を支援していきます。
7 適時そして的確な情報開示を行います。
8 倫理に基づいた健全で信頼される、透明性ある企業活動を行います。

全ての活動の礎：
法令遵守、公正な企業活動

働く人の安全の確保と
健康の促進

省エネルギー、省資源、
環境負荷の低減

製品の品質の向上、
製品の安全性管理

CSR調達の推進、
原料調達の多様化

人間尊重、
人材育成、多様性の推進

社会貢献活動 知的財産の尊重と保護 適時、的確な情報開示、
ステークホルダーとの対話

サステナビリティの取り組みの体制

　当社グループの社会的責任は企業規範を実践し、株主、投資
家、お客さま、お取引先、地域社会、従業員といった全てのス
テークホルダーに貢献することと考えています。その実現のた

めにサステナビリティの基本方針と各種社内規程を定め、活動を
行っています。

　企業活動のあらゆる面において、サステナビリティ活動を推
進するために、当社の取締役や執行役員、部門長、グループ会
社のサステナビリティ担当者など約60名からなるサステナビ
リティ委員会を組織し、社長が委員長を務めています。

遵法に徹して公正に企業活動を行い、素材と技術によって
他の追随できない価値を社会と産業のために生み出す企業規範

活動の基盤

サステナビリティの基本方針

サステナビリティの基本方針

サステナビリティ

サステナビリティを担当する役員一覧
役名 氏名 担当職務（サステナビリティ関連のみ） 関係するサステナビリティの重要課題など
代表取締役
取締役会議長 秋谷　文男 技術関係担当 製品の品質の向上、製品の安全性管理

代表取締役
社長 斉藤　恭彦 サステナビリティ委員会委員長

常務執行役員 秋本　俊哉
サステナビリティ委員会副委員長
広報、法務関係担当
デジタル推進室長
リスクマネジメント委員会委員長

全ての活動の礎：法令遵守、公正な企業活動
知的財産の尊重と保護
適時、的確な情報開示、ステークホルダーとの対話
リスク管理

常務執行役員 荒井　文男 資材関係担当 CSR調達の推進、原料調達の多様化

常務執行役員 松井　幸博 特許関係担当 知的財産の尊重と保護

常務執行役員 宮島　正紀 業務監査関係担当 コーポレートガバナンス

執行役員 笠原　俊幸 経理部長、社長室関係担当 コーポレートガバナンス（適正な納税、グループ会社の管理）

執行役員 髙橋　義光 総務、環境保安関係担当
コーポレートガバナンス
働く人の安全の確保と健康の促進
省エネルギー、省資源、環境負荷の低減

執行役員 安岡　快 人事関係担当 人間尊重、人材育成、多様性の推進

取
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役
会

常
務
委
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会

サステナビリティ委員会

監査役会
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報告報告 報告

報告

指名指名指示
サステナ
ビリティの
取り組みの
展開

信越化学グループの使命

社会課題の解決に資する製品の提供

信越化学グループが目指すもの

地球の未来への貢献

信越化学グループのサステナビリティ

サステナビリティの基本方針
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サステナビリティ

重要課題（マテリアリティ）の特定

マテリアリティの特定プロセス

重要課題のリスクと機会
重要課題 リスクと機会（代表例） 課題に対する取り組み KPI

全ての活動の礎：
法令遵守、
公正な企業活動

法令違反や不正の発生、社会からの信頼
の喪失による企業価値の毀損 など ⃝�研修などを通じた	

コンプライアンス意識の向上
⃝�贈収賄防止策の徹底 など

⃝�重大な法令違反件数： 0件
企業価値の礎の形成、リスクの排除、顧客
からの信頼醸成と商機の拡大、優秀な人
材の採用と定着 など

 

Ｅ
省エネルギー、
省資源、
環境負荷の低減

温室効果ガスに関する規制の強化、原料
の価格上昇や調達困難 など ⃝��環境負荷低減の促進、気候変動への対応

⃝�水資源の保全
⃝�廃棄物削減 など

⃝�温室効果ガス排出量（スコープ1＋2）：	
6,613千CO2-t

⃝�1990年比生産量原単位指数： 54.2％	
（信越化学グループ）、46.8％（信越化学）
⃝�CNに貢献する当社グループの	
製品売上高割合： 約7割
⃝�循環水率： 92.6％
⃝�廃棄物再資源化率： 71％（国内）、75％（海外）

環境負荷低減と生産性向上による競争力
強化や環境に貢献する製品の需要の拡大 
など

Ｓ

働く人の
安全の確保と
健康の促進

事故、環境問題が地域社会と従業員に与え
る影響や自然災害による設備の損害、感染
症の流行に伴う操業への影響 など

⃝�安全教育の実施
⃝�環境保安監査の実施
⃝�職場環境の改善 など

⃝�安全教育受講者： 75,406人
⃝�業務中に死亡した従業員数： 0人
⃝�重大事故： 0件
⃝�休業災害度数率： 0.00（国内）、1.15（海外）
⃝�休業災害強度率： 0.00（国内）、0.03（海外）

事故の未然防止と新しいプロセス開発に
よる安定生産と生産性向上 など

製品の品質の
向上、製品の
安全性管理

製品の品質・安全性の問題による信頼喪
失 など ⃝�品質管理

⃝�品質監査、支援
⃝�製品の安全性管理 など

⃝�製品の安全性に関する	
教育受講者数： 71,142人約束した品質の製品を期日どおりに納入

し続けることで醸成される顧客からの信
頼 など

CSR調達の推進、
原料調達の多様化

原材料の調達困難による製造停止や出荷
への影響 など

⃝�「信越化学グループCSR調達
ガイドライン」の改訂

⃝�下請法の遵守
⃝�紛争鉱物排除の取り組み など

⃝�お取引先へのサステナビリティ	
調査実施比率： 約70％調達先の多様化による最適価格でかつ安定

した原材料等の調達や、CSR調達の徹底に
よる顧客と社会からの信用の獲得 など

人間尊重、
人材育成、
多様性の推進

自社の事業活動やサプライチェーンにお
ける人権侵害の発生 など

⃝�人権尊重の推進
⃝�多様な人材が活躍できる環境の整備
⃝�ワークライフバランス制度の充実
⃝�人権デューデリジェンスの実施 など

⃝�グループ内人権方針周知比率： 約90％
⃝�児童労働件数： 0件
⃝�強制労働件数： 0件
⃝�課長級以上の管理職に占める	
女性比率： 12.6％

人権尊重を基本とする事業活動による、
優秀な人材の採用と安定雇用 など

知的財産の
尊重と保護

知的財産の侵害による製品販売の停滞 
など

⃝�知的財産、情報資産の適切な管理
⃝�サイバーセキュリティの強化 など

⃝�特許取得件数： 1,714件
⃝�特許保有件数： 22,310件
※対象範囲： 主要連結生産会社知的財産の保護と活用による独自開発の

促進 など

社会貢献活動

企業活動の内容が社会のニーズと合致し
ないことによる信頼の喪失 など

⃝�募金活動
⃝�地域貢献活動 など

事業の安定による雇用促進と納税、地域
社会との信頼関係の醸成 など

適時、的確な
情報開示、
ステークホルダー 
との対話

情報の非開示や不十分な開示による企業
価値の毀損、
ステークホルダーからの信用の喪失 など ⃝�適時、的確な会社情報の開示

⃝�ステークホルダーとの対話の	
推進 など

⃝�機関投資家、アナリスト向け決算説明会、	
電話会議： 4回

⃝�機関投資家、アナリスト向け工場見学会、	
事業説明会： 1回
⃝�個別取材への対応： 312件
⃝�証券会社主催の投資家向け	
スモールミーティング： 5回

適正な市場評価の形成、企業価値向上、
ステークホルダーと社会からの信頼の獲
得 など
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機
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会

機
会
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会
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より詳細な取り組みは「サステナビリティ」サイトをご覧ください
https://www.shinetsu.co.jp/jp/sustainability/

　サステナビリティ委員会は2015年度に、当社グループが特
に注力すべき取り組みを「サステナビリティの重要課題」とし
て定めました。その後、2018年12月に、当社の全部門およ
び国内の主要グループ会社において、重要課題と重要性につ
いて見直しを実施し、その内容についてサステナビリティ委

員会で再検討しました。その結果、2015年に特定した重要課
題を継承することとし、現在も全ての活動の礎である「法令遵
守、公正な企業活動」をはじめとした9つの重要課題を特に注
力すべき取り組みとしています。

重要課題の洗い出し
Step 1

当社の全部門および国内の主要グループ会社において、①ステークホルダーを再確認し整理する、②ISO26000の中核主題を参考にサ
ステナビリティの重要課題を挙げる、③当社グループとステークホルダーにとっての重要度をそれぞれ点数化する、これら３つの手順で
重要課題の洗い出しを実施。

重要課題の重要度の位置付けと課題の整理
Step 2

サステナビリティ委員会が、各部門、各社から提出された重要課題と重要度の点数を元に、当社グループにとっての重要度とステーク
ホルダーにとっての重要度の二軸で再整理。

社外取締役へのヒアリング
Step 3

再整理した重要課題とその位置付けについて社外取締役全員にヒアリングを実施。その結果、①法令遵守は全ての課題に関係する、②挙
げられた重要課題は当社グループにとって全て等しく重要で順位を付けることは難しい、③何を目指しているのかも打ち出したほうがよ
い、といった指摘を受領。

サステナビリティ委員会における再検討と機関決定
Step 4

社外取締役の指摘を踏まえ、サステナビリティ委員会で再検討し、業務執行の決定機関である常務委員会の審議を経て９つの重要課題を
特定。加えて、これら全ての重要課題には順序を付けず、等しく取り組んでいくことを決定。

▲

P.26 自然資本

▲

P.56 サステナビリティの主な取り組み

▲

P.56 サステナビリティの主な取り組み

▲

P.56 サステナビリティの主な取り組み

▲

P.18 人的資本

▲

P.25 社会・関係資本

▲

P.18 人的資本▲

P.25 社会・関係資本

▲

P.22 知的資本

▲

P.25 社会・関係資本

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
に
と
っ
て
の
重
要
度

当社グループにとっての重要度

非常に重要

非常に重要重要

人材の多様性の推進
（女性の活躍、外国人登用、障がい者雇用）

仕事と生活の適切なバランスの実現

製品・サービスの品質と安全性の確保

品質特性の向上と安定化

化学物質管理の徹底

第三者の知財権の尊重

グローバル人材の育成と拡充

生産性の向上

投資家との対話

情報開示の拡充

省エネ製品開発

環境負荷低減製品の開発

販売製品のリサイクル

顧客満足度の向上 労働安全

人権侵害リスクの排除

新規事業創出のための研究テーマの設定と実施

サプライチェーンを通じた社会的責任の推進

主要原料の調達先の多様化や生産拠点の
複数化による、製品の安定供給の実現

法令遵守の徹底 保安防災 環境保全

発明等の適正な権利化

地域貢献

環境
社会

組織、体制
事業
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サステナビリティ

法令遵守の徹底
　当社グループでは企業規範や毎期の経営目標で法令遵守
を掲げ、徹底しています。全ての役員および従業員は、会社
に対して「コンプライアンス誓約書」を提出しており、万が一、
不適切な行動があった場合には、懲戒などの処分が科されま
す。また、役員および従業員が法令違反を発見した場合、「コ
ンプライアンス相談室」に通報することを定めています。
　企業活動に関係する法令の制定や改正があった場合には、
法務部門が社内に通達し、周知徹底をしています。また、重要
な法令への理解を促すため解説記事を社内報やイントラネット
に連載し、外部講師を招いた講演会も開催しています。2022
年は、公正取引委員会および中小企業庁の下請取引適正化推
進講習会を、信越化学本社、国内工場、国内グループ会社の
従業員515名が受講しました。さらに、公益財団法人公正取
引協会のセミナーを法務担当者が受講しました。加えて、公
益通報者保護法の改正に対応して「コンプライアンス相談・通
報規程」を改定し、「コンプライアンス相談室のご案内」ととも
に14言語に翻訳して当社グループ全社に周知しました。

腐敗防止への取り組み
　当社グループは、贈収賄に一切関与しないことを明確に示
すために、2015年に「贈収賄防止規程」を制定しました。また、
「コンプライアンス誓約書」の提出により、国内外の公務員や
お客さま、お取引先さまに対する不当な便宜の供与や要求の
防止を徹底しています。さらに、倫理全般の遵守状況を人事
評価の項目の一つとすることで、従業員の法令遵守に関する
意識の向上に努めています。汚職、横領、賄賂に関する定期
的な内部監査も実施しています。
　当社グループは、グローバル・コンパクト・ネットワーク・
ジャパン（GCNJ）の「腐敗防止強化のための東京原則」に日本
企業の中で最も早く賛同を決定し、2018年2月に賛同書に署
名しました。
　海外グループ会社については、トランスペアレンシー・イン
ターナショナル（腐敗問題に取り組む国際的な非政府組織）が
公表している国別の腐敗認識指数
をもとに、贈収賄や腐敗防止に関す
るリスクアセスメントを実施してい
ます。2022年度はグループ会社
36社をアンケート調査しました。

　当社は、適時、的確な会社情報の開示がステークホルダー
の皆さまの理解の促進や適正な市場評価につながると考えて
います。2022年度は、証券アナリストおよび投資家向けのシ
リコーン事業説明会をオンラインで開催しました。説明会で
は、シリコーン事業の概況、注力、成長分野、カーボンニュー
トラル対応製品の開発等のほか、群馬事業所における環境負
荷低減の取り組みについて説明を行いました。116人ものア
ナリストや投資家が参加し、当社事業への理解を深めていた
だく良い機会となりました。

製品の品質の向上
　高付加価値製品はもとより、汎用製品においても優れた品質
は非価格競争力となります。当社グループはこうした認識のも
と、規格外製品を作らない、出荷しないという「守りの品質管理」
と、品質のバラツキを限りなく抑えて、他社がまねのできない品
質を作り上げる「攻めの品質管理」の両方が必須と考え、品質監
査を2000年から毎年実施しています。2022年の品質監査で
は、重点項目として以下の①〜③の内容について監査しました。 品質監査の様子

オンラインで開催したシリコーン事業説明会

サステナビリティの主な取り組み
信越化学グループは、企業活動を通じて世界の持続的な発展に
寄与することを使命と考え、製品提供をはじめとする企業活動
全般において、世界各地でサステナビリティ活動に取り組んでい
ます。当社グループのサステナビリティ活動の詳細は、当社ホー
ムページの「サステナビリティ」サイトおよび「サステナビリティレ
ポート」をご覧ください。

信越化学サステナビリティレポート
https://www.shinetsu.co.jp/jp/sustainability/esg_bn/

「サステナビリティ」サイト（信越化学ホームページ）
https://www.shinetsu.co.jp/jp/sustainability/

重要課題   全ての活動の礎：法令遵守、公正な企業活動

重要課題   製品の品質の向上、製品の安全性管理

重要課題   適時、的確な情報開示、ステークホルダーとの対話

① �製造工程のバラツキ低減への取り組み： 従来の製造技術
の精度向上に加え、DX、AIの導入により品質の改善状況
を確認。

② �検査工程の自動化： 品質測定者の勘違いなどに起因する
ポカミス防止や測定バラツキを解消するため測定の自動化
を進めており、その品質測定精度向上を確認。

③ �品質改善活動の推進： 従来から継続実施してきた「歩留向
上」、「ポカミスゼロ」などの品質改善活動状況を確認。

　さらに、品質水準の向上のために、シックスシグマ活動※を
全社的に展開しています。
※�シックスシグマ活動: 1980年代にモトローラ（米国）で開発された品質改善手法。ば
らつきが発生しているプロセスに着眼し、ばらつきを抑えることにより品質不良の
発生を抑止し、品質改善を図ろうとする活動。

製品の安全性管理
　当社グループは調達、開発、製造、販売といった段階ごと
に、化学物質の安全性管理規程を厳密に定めています。ま
た、化学物質の製造、使用、廃棄にかかわる実態調査や研究
用データの取得において、行政や所属団体と連携協力して積
極的に関与しています。

　新しい化学物質の安全性については、開発段階で環境や健
康へのリスク評価を行っています。また、新しい化学物質の
開発では、労働安全衛生法や化審法※1、EUのRoHS指令※2な
どで指定されている有害物質を使用しない製品や製造技術に
注力しています。加えて、お客さまや輸送業者への適切な情
報伝達のため、製品の危険性や有害性などの情報をSDS※3で
提供しています。
※1	 �化審法（化学物質の審査および製造等の規制に関する法律）： 人の健康および生

態系に影響を及ぼす恐れがある化学物質による環境の汚染を防止することを目
的とした法律。

※2	 �RoHS指令（The Restriction of the use of certain Hazardous Substances）：
電気電子機器に含まれる特定有害物質の使用制限に関するEU指令。

※3	 �SDS（Safety Data Sheet）：化学物質の化学的、物理的性状とともに有害性や
緊急時の措置などに関する情報を記載している安全データシート。
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財務情報の適時開示に係る社内体制の状況
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